
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 198,190 197,729 461 161

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成26年度 兵庫県尼崎市

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

育英事業費会計 9 9 - - - - 尼崎口腔衛生センター

148 820 407 - 928 9192,449 245,933 尼崎健康医療財団 752 3,609

- - - -

公害病認定患者救済事業費会計 45 45 - 0

尼崎環境財団 17 386 60 4

- -

公共用地先行取得事業費会計 4,411 4,411 - - 4,321 14,879

▲ 3 211 8 58 - -

母子及び寡婦福祉資金貸付事業費会計 66 25 41 - 2 154 尼崎市スポーツ振興事業団

199 1,222 - - - -- - 尼崎市総合文化センター 583 5,871

- - - -尼崎緑化公園協会 3 530 63 4

- -

青少年健全育成事業費会計 7 7 - - - -

4 2,672 100 - - -

アミング開発

83 - 70 - - -尼崎都市開発 44 1,320

- - - -尼崎中高年事業 13 1,001 28 -

- -3 4,739 400 - - -

尼崎市土地開発公社

7 - - - - -尼崎交通事業振興 41 356

- - - -エーリック 57 1,336 450 13

- -3 5,573 6 - 4,263 408

近畿高エネルギー加工技術研究所

300 20 - - - -尼崎地域産業活性化機構 ▲ 41 1,810

- - - -ティー・エム・オー尼崎 - - 2 -

- -12 723 12 67 - -

一般会計等（純計） 194,860 194,358 502 162

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

-国民健康保険事業費会計 54,161 53,411 751 751 5,126 -

後期高齢者医療事業費会計 4,987 4,915 73 73

介護保険事業費会計 35,645 35,062 583 583 4,993 - -

-農業共済事業費会計 18 11 7 7 11 -

980 - -

競艇場事業費会計 77,867 77,653 215 215

駐車場事業費会計 299 299 - - 206 310 229

13 法適用企業水道事業会計 8,247 1,624 6,623 6,623 40 13,317

- - -

自動車運送事業会計 245 218 28 28

法適用企業工業用水道事業会計 7,024 201 6,822 6,822 1 85 -

27,613 法適用企業下水道事業会計 7,703 1,932 5,771 5,771 4,818 38,458

626 2 1 法適用企業

地方卸売市場事業費会計 516 413 103 103

法非適用企業廃棄物発電事業費会計 834 834 - - - - -

- 法非適用企業都市整備事業費会計 206 206 - - 200 -

35 136 71 法非適用企業

公営企業会計等 20,976

連結実質赤字額

-

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

182丹波少年自然の家事務組合 217 201 16 16 -

兵庫県後期高齢者医療広域連合（特別会計） 665,317 642,459 22,858 22,858 8,586

兵庫県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 4,005 3,884 121 121 165 -

阪神水道企業団 13,242 12,646 596 596 17 67,772

-

-兵庫県競馬組合 41,133 41,127 5 5 -

一部事務組合等

地方公社・第三セクター等

平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

元利償還金 24,048,402 25,516,064 26,574,896 30.7 将来負担額

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

5.3 いわゆる五省協定等に係るもの 3,632,887 3,262,746 2,975,167 3.4

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 267,216,169 264,432,597 260,966,952 301.1

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 6,154,349 5,049,346 4,555,431

- - - -

公営企業債の元利償還金に対する繰入金 4,473,454 4,257,507 3,916,585 4.5 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 28,568,923 28,657,290 27,926,978 32.2 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 86,667 73,333 60,000 0.1

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 510,614 466,889 459,329 0.5 設立法人等の負債額等負担見込額 6,223,862 3,888,713

22,940,990 21,222,075 24.5 地方公務員等共済組合に係るもの - -

880,291 651,179 0.8

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 241,627 241,071 247,215 0.3 退職手当負担見込額 24,009,441

656,353 423,714 228,952 0.3 森林総合研究所等が行う事業に係るもの 1,116,963

30,554,864 31,258,025

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの 868,466 752,409 638,652 0.7

0.3

一時借入金の利子 39 - - - 連結実質赤字額 - - -

1,298,247 1.5 依頼土地の買い戻しに係るもの 536,033 153,900 290,433

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - - - - 充当可能
財源等

332,829,097 325,392,650 316,198,635 引き受けた債務の履行に係るもの -

- - - -

内訳 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 (Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 29,360,803

- - - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

充当可能基金 16,802,585 17,288,835 16,894,060 19.5 その他上記に準ずるもの

- - -

地方卸売市場事業費会計 98,997 83,645 71,227 0.1

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

27,767,682 28,139,007 27,612,726 31.9

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 

55,617,383 50,692,502 47,597,152 54.9

企業債等
繰入見込額

下水道事業会計

124,837,375 127,854,493 133,735,569 154.3

2,568 1,002 0.0

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - その他の会計 -

155.6 147.7 136.0 自動車運送事業会計 56,467

14,175 13,557 13,316 0.0

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(Ｆ) 197,257,343 195,835,830 198,226,781 水道事業会計

- - - -

その他上記に準ずるもの 510,614 466,889 459,329 0.5 健全化判断比率

- - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -
公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 3,754,708 2,368,666 1,005,923 1.2

292,324 0.3

利子補給に係るもの - - - - 実質赤字比率 - 11.25

平成26年度 早期健全化基準 財政再生基準 土地開発公社に係る将来負担額 2,469,154 1,520,047

実質公債費比率 13.5 25.0 35.0

算入公債費等の額 (Ｄ) 12,004,739 11,944,484 12,205,895

連結実質赤字比率 - 16.25 30.00

標準財政規模 (Ｃ) 99,120,659 99,641,016 98,889,362

特定財源の額 (Ｂ)

350.0

(Ｃ)－(Ｄ) 87,115,920 87,696,532 86,683,467

6,577,042 6,494,450 6,413,966

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 12.4 13.8 14.6

(3ヵ年平均) 12.7 13.0 13.5

将来負担比率 136.0
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